
44

P r o f i l e

入 選

ソーシャルメディア時代における
意見広告のすすめ

毎日新聞東京本社　広告局第四広告部

田中　宏明（たなか・ひろあき）

1984年神奈川県生まれ。2007年毎日新聞社に入
社、東京本社広告局広告連絡部、第三広告部を経て、
14年から現職

■はじめに

　2015年、意見広告が誕生して50年と言われ
ている。日本で意見広告がようやく認知され
始めたのが、今からちょうど50年前の1965
年のことであるからだ。それは、「ベトナム
に平和を！市民連合（べ平連）」の作家の開
高建らが中心になって、当時で240万円の募
金を集め、ニューヨーク・タイムズに全面の
意見広告を掲載したことがきっかけである。
コピーには「爆弾はベトナムに平和をもたら
すか？日本の友人からの訴え」と書かれてい
た。敗戦国となった日本が戦争から学んだ平
和の尊さを世界に向けて発信したこの意見広
告は、国内外において大きな反響を呼ぶとと
もに、「意見広告」の社会への訴求力を知ら
しめたと言える。
　本提言は、意見広告が誕生して50年の節目
に、ソーシャルメディアが生まれ、誰もが自
由に意見を発信、交換できる現代において、
意見広告の有効性を説明した上で、ソーシャ

ルメディア時代の新しい意見広告について提
言するものである。

■意見広告とは

　意見広告は、団体、企業などが政治、経
済、社会問題、法律、税制などについて、自
らの意見や主張、問題提起などを目的として
制作した広告を指しているが、決まった定義
はない。広告主は、企業よりも団体組織が多
く、多様な広告が存在する。以下、広告主別
に意見広告を分類してみる。

●広告主別の意見広告分類
・市民団体：NPOやNGO団体などの市民団
体が、社会における戦争や平和、環境などの
問題を、政府や市民に対して訴える⇒事例１
・業界団体：社団法人や組合組織などの業界
団体が、業界内の主張や問題点などを、国や
市民に対して訴える⇒事例２
・個別企業：個別企業が有する主張や問題点
などを、国や消費者に対して訴える⇒事例３

サマリー：
　意見広告が認知され始めて50年の節目に、新しい意見広告のあり方について提言する。ソーシ
ャルメディアが生まれ、誰もが自由に意見を発信、交換できる現代において、ソーシャルメディ
ア時代のマーケティングコンセプト「マーケティング3.0」の観点から、意見広告の有効性につ
いて説明する。そのうえで、ソーシャルメディアを効果的に活用した意見広告として、「クラウ
ドファンディング型意見広告」と「コーズ・リレイテッド型意見広告」を提案する。
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＜事例１＞「市民意見広告運動／市民の意見
30の会・東京」の意見広告
　反戦平和を訴える日本の市民グループ「市
民意見広告運動／市民の意見30の会・東京」
は、2003年以来毎年、新聞広告を掲載してい
る。戦後70年を迎えた15年８月15日に掲載さ
れた意見広告は、１万2791人の賛同者を得
て、賛同した人の顔が掲載された。国内紙以
外に海外紙（韓国、香港、シンガポール）
でも掲載され、「これからも非戦の道を選ぼ
う」とのメッセージを送った。

＜事例２＞「全日本トラック協会」の意見広告
　日本の運送会社で構成される業界団体「全
日本トラック協会」は、14年11月13日に、ト
ラックの燃料価格高騰に対して、軽油取引税
の軽減などや燃料高騰対策を求める署名活動
を行い、200万人もの賛同を得て、新聞に意
見広告を掲載した。単に業界の利益のみを追
求するのではなく、国内輸送の90％以上を担
うトラックが、生活と経済のライフラインを
守るという使命のもと活動している点を訴求
している。

＜事例３＞「イオン」の意見広告
　12年７月に、大手卸売会社がショッピン
グ・スーパーのイオンに強要されて、原価よ
りも安い値段でビールを卸していたと報道さ
れた。これに対して、イオンは、企業努力の
成果であり、何よりも「お客様第一」の姿勢
を意見広告を通じて訴えた。

　それぞれ広告主の立場は異なるが、共通し
ていることは、それぞれが社会に対して、よ
りよくしようという主張や問題提起があるこ
とだ。また、発信者の信念や使命、その主張
に至ったストーリーが見て取れる広告が多
い。そして、これまで多くの意見広告が新聞
広告で掲載されてきた。

■�ソーシャルメディア時代の意見広告
の課題？

　しかしながら、インターネットが普及しソ
ーシャルメディアが台頭する中で、誰もが自
分の意見を発信し、交換できるようになった
ことで、意見広告の存在意義が薄れてきてい
ると言われている。ソーシャルメディアの拡
散力は、時に爆発的な力で社会に伝

でん

播
ぱ

させ
る。実際に、今年に入って、集団的自衛権に
関して国会前で行われたデモ活動は、ソーシ
ャルメディアでの呼びかけで、数万人規模ま
で膨れ上がった。また、費用面においても、
ソーシャルメディアは、低料金で好きなだけ
自分の意見を発信し、交換できる場を提供し
てくれる。
　では、ソーシャルメディアが意見広告に取
って代わるのかというと、そうではないと考
える。むしろソーシャルメディア時代では、
意見広告こそが求められているのではないだ
ろうか。

■�ソーシャルメディア時代の意見広告
の有効性

　その理由として、ソーシャルメディア時代
のマーケティングコンセプトである「マーケ
ティング3.0」と意見広告の共通点を述べ、
その有効性を証明する。

（ⅰ）マーケティング3.0とは
　まず、「マーケティング3.0」とは、フィリ
ップ・コトラーなどが提唱したソーシャルメ
ディア時代におけるマーケティングコンセプ
トである。マーケティング1.0は、「製品中心
のマーケティング」と言われ、産業革命の進
歩によって生まれ、「製品開発」に重きが置
かれたマーケティングである。マーケティン
グ2.0は「消費者志向のマーケティング」と
言われ、情報技術とインターネットの登場で
生まれ、「差別化」に重きが置かれた。そし
て、マーケティング3.0は、「価値主導のマー
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ケティング」と言われる。ソーシャルメディ
アなど「ニューウェーブの技術」により、消
費者の情報処理能力が向上し、機能など単純
な差別化では消費者が反応しなくなったこと
から、より精神的な満足を得られる「価値」
を提供することが重要視されるマーケティン
グのことである。

（ⅱ）マーケティング3.0と意見広告との共
通点

　上記の表を踏まえて、ソーシャルメディア
時代の新しい意見広告を探る上で、マーケテ
ィング3.0との三つの共通点から、その有効
性を説明する。
①社会性
　マーケティング3.0で掲げられる価値マー
ケティングの究極の目的は、「世界をよりよ
い場所にすること」である。つまりは、社会
性を訴求するマーケティングであると言え
る。その点で、意見広告もより社会性の高い
テーマで広告主の利益ばかりを追求するので
はなく、よりよい社会を実現させるための主

張や問題提起を、広告として訴求する点で共
通している。
②企業ミッション、ビジョンや価値の共有
　マーケティング3.0で挙げられている具体
的な行動として、企業のミッションやビジョ
ン、価値の共有が掲げられている。この点に
おいて、意見広告も企業が意見や問題を提起
する場合に、その広告主が目指すビジョンや
理念に基づき、メッセージを発信していると
言える点で共通する。
③多数対多数の協働
　さらに、マーケティング3.0は、対消費者
とのコミュニケーションを「ニューウェーブ
の技術」を駆使した「多数対多数の協働」と
しており、ソーシャルメディアを通じて、協
働、共創するマーケティングを推奨してい
る。意見広告の多くは、広告主がそれぞれの
構成員の意思や財源を集め、不特定多数の社
会に対して発信する点で「多数対多数」のコ
ミュニケーションと言える。
　以上、三つの共通点からマーケティング

表：マーケティング1.0、2.0、3.0の比較

出典：フィリップ・コトラーほか著『コトラーのマーケティング3.0　ソーシャル・メディア時代の新法則』より著者作成
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3.0と意見広告の親和性は非常に高いと言え
る。つまりは、ソーシャルメディア時代にお
いて、意見広告は効果的な広告手法となりう
る。

■�クラウドファンディング型意見広告
とコーズ・リレイテッド型意見広告

　次に、具体的にソーシャルメディア時代に
おける、新しい意見広告を提案する。ソーシ
ャルメディアを無視するのではなく、ソーシ
ャルメディアの拡散力や手軽さといったメリ
ットを活用する必要がある。そのため、まず
新聞社として、ソーシャルメディアと連携す
るWEBサイト「意見広告プラットフォーム」
を構築する。本プラットフォームでは、二つ
の新しい意見広告「クラウドファンディング
型意見広告」と「コーズ・リレイテッド型意
見広告」を生成する。以下、二つの新しい意
見広告を説明する。

（ⅰ）クラウドファンディング型意見広告
　クラウドファンディング型意見広告とは、
ソーシャルメディアの発達により生まれたク
ラウドファンディングを用いた意見広告のこ
とをいう。クラウドファンディングとは、イ

ンターネット上の不特定多数の人から、その
趣旨に賛同し、財源の提供や協力を得る仕
組みである。マーケティング3.0の特性であ
る、協働意識を喚起させるとともに、意見広
告の特徴である企業ミッションやビジョンを
訴求する点において、クラウドファンディン
グ型意見広告は、ソーシャルメディア時代に
おける有効な意見広告と言える。
　まず、意見広告プラットフォームに、団
体、企業や個人が意見を掲載し、その意見に
賛同してくれる人をソーシャルメディアであ
るフェイスブックやツイッターで集め、意見
広告を掲載する分の財源を提供してもらう。
この場合、意見を掲載する者を意見広告起案
者とし、その意見に賛同し、財源を提供する
者を財源提供者とする。あらかじめ広告出稿
に必要な金額を目標金額に設定し、達成した
場合にのみ、その意見広告が掲載される仕組
みとする。また、意見広告プラットフォーム
では、クラウドファンディングで財源を集
め、意見広告を掲載する過程をリアルタイム
で掲載する。
　クラウドファンディングは、目標が達成し
た際に見返りを財源提供者に渡すことが通例

図１：クラウドファンディング型意見広告の掲載までの流れ

※著者作成
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であるため、クラウドファンディング型意見
広告では、金額に応じて個々の名前や顔写
真、メッセージなどを意見広告内に記載・
掲出する。寄付は、500円から行うことがで
き、少額から参加できるように配慮するとと
もに、寄付金額に応じて、意見広告で掲載さ
れる際の見返りである名前などのスペースの
大きさを変えることで、高額な財源提供者の
参加を促進させる。
●クラウドファンディング型意見広告の関係
者ごとのメリット
＜参加者（財源提供者）＞
・少額から新聞の意見広告に参加できる。
・インターネット経由で、手軽に意見広告に

参加できる。
＜広告主（意見広告起案者）＞
・ソーシャルメディアを活用することで、不

特定多数の人に参加を呼び掛け、財源の提

供を受けることができる。
・財源が集まる過程を見せることで、より協

働意識を高めることができ、財源を集めや
すくなる。

＜新聞社＞
・ソーシャルメディアを活用することで、若

者世代に新聞における意見広告の存在を
PRすることができ、結果、売り上げにつ
ながる。さらには、新聞社の機能や強みを
理解してもらえる機会となる。

（ⅱ）コーズ・リレイテッド型意見広告
　コーズ・リレイテッド型意見広告とは、企
業における意見広告として、コーズ・リレイ
テッド・マーケティング（以下、CRM）を
活用した意見広告のことをいう。
　CRMとは、環境問題・貧困問題など社会
問題に取り組むといった大義（コーズ）に結
びつけて、商品やサービスを提供するマーケ

図２：コーズ・リレイテッド型意見広告の掲載までの流れ

※著者作成
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ティング手法である。例えば、ミネラルウオ
ーターを１本購入するに当たり、売り上げの
数％が自然保護団体に寄付されるキャンペー
ンがある。消費者は、水を購入することで、
環境保全に役立っているという協働意識と社
会貢献意識を醸成することができる。マーケ
ティング3.0の特性である、協働意識や社会
性を訴求する点から、コーズ・リレイテッド
型意見広告は、ソーシャルメディア時代にお
ける有効な意見広告と言える。
　コーズ・リレイテッド型意見広告では、意
見広告プラットフォーム上に意見広告起案者
である団体や個人が意見を主張し、企業がそ
の団体の意見に賛同する場合に、CRMを用
いて、商品やサービスを消費者に提供する。
その後、企業の売り上げの一部を意見広告起
案者に寄付することで、意見広告起案者の財
源に充てる。意見広告プラットフォームに
は、CRMを行っている企業と対象となって
いる商品やサービスの紹介を掲載する。さら
には、現状の寄付金額なども掲載し、随時、
ソーシャルメディアなどを通じて情報発信を
行う。
　集まった財源で掲載される意見広告には、
寄付された意見広告起案者とCRMを実施し
た企業名以外に、購入した消費者の名前など
を入れることも想定される。従来のCRMで
は、寄付した後、そのお金がどのように活用
されたかが見えづらかったが、意見広告とい
う目に見える形で提示できる点で、協働意識
や満足度を高めることができる。結果とし
て、企業としても製品・サービスの売り上げ
に結びつけることができる。
●コーズ・リレイテッド型意見広告の関係者
ごとのメリット
＜参加者（消費者）＞
・個人消費を通じて、社会に貢献できるた

め、手軽に参加できる。
・社会貢献が意見広告という目に見える形で

示されるので、満足度が高い。

・CRMを応用することで、製品・サービス
提供企業と消費者と広告主が存在し、ステ
ークホルダーが増えることで、より協業意
識が高まる。

＜広告主（意見広告起案者）＞
・企業を巻き込むことで、意見広告に参加す

る人が増え、さらには参加企業の信頼性が
付与されることから、財源を確保しやすく
なる。

＜企業（CRM実施企業）＞
・マーケティング3.0をうまく活用すること

ができ、売り上げの向上だけでなく、ブラ
ンドイメージの向上につながる。

＜新聞社＞
・身近な消費を通じて、意見広告の存在を参

加者（消費者）・広告主・企業に知っても
らうことができる。その結果、売り上げに
つながる。さらには、新聞社の機能や強み
を理解してもらえる機会となる。

■おわりに

　今回の提言を書くにあたり1965年から現在
にいたるまでの多くの意見広告を見てきた
が、広告主のミッションやビジョンを表現し
た力強い意見広告が多くあった。それは、50
年近く前の広告にも関わらず、むしろ新鮮さ
を覚えた。
　ソーシャルメディアの発達で、製品・サー
ビスの差別化はますます難しくなっており、
広告表現においても、人の心を揺さぶるよう
なものが少なくなってきているのかもしれな
い。その状況の中で、新聞の意見広告が一石
を投じる広告になりうるのではないだろう
か。ソーシャルメディア時代において、誰も
が意見を発信し、交換できるようになったか
らこそ、人々は、広告主の真なる思いや意志
に耳を傾け始めている。
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